
自然エネルギーの最新動向と 
ソフトバンクグループの取り組み状況 

2014年３月１７日 

高知県新エネルギー導入促進協議会セミナー 



本日の内容 

1.自然エネルギーの最新動向 

 

2.ソフトバンクグループの取り組み 
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自然エネルギーの最新動向 
① FIT後の導入状況 
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FIT後の導入量（設備認定ベース） 

• 2012年7月のFIT導入以降、2013年11月末までに2,797万kWの設備が認定 
• 9割を太陽光が占めるが、その他の自然エネルギーも順次増えることが見込ま

れる。 
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FIT後の導入量（稼働ベース） 

• FIT導入以降に、稼働を開始した設備は645万kW。 

• 太陽光が97%を占める。これは太陽光は大規模案件を除き、環境アセスメント
が不要なことや開発期間が短いことが理由。 
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設備認定推移(太陽光)  

• 2030年までに総発電電力量に占める自然エネ比率を30%（3,000億kWh）に
するためには、太陽光をおよそ6,000万kW程度導入する必要がある（※2012
年政府試算前提に基づく。自然エネ全体の2割程度を太陽光で賄う場合）。こ
れは現状の認定量の倍程度に相当。 

約２,６００万kW 

出典）経済産業省資源エネルギー庁プレスリリース 
http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/index.html 
2013年11月末時点 
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稼働実績(太陽光) 

• 稼働量は認定量の2割程度にとどまる。 
• これは大規模案件では林地開発等の行政手続きや、系統接続に時間を要する

ことが理由として挙げられる。 

合計620万kW 
（月50-60万kW程度） 
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認定実績（その他自然エネルギー） 

風力：約９０万kW 

バイオマス：約７０万kW 

水力：約１０万kW 
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稼働実績（その他自然エネルギー） 

0

2

4

6

8

10

12

14

2012年12月 2013年2月 2013年4月 2013年6月 2013年8月 2013年10月 

万
K

W
 

風力 水力(<1MW） 水力(1-30MW） 地熱 バイオマス 

出典）経済産業省資源エネルギー庁プレスリリース 
http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/index.html 
2013年11月末時点 

バイオマス：12万kW 

風力：7万kW 
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電源別の開発期間 

• 風力や地熱などでは開発に数年程度要するため、現在は1年前後で開発可能
な太陽光（大規模案件は1年以上要する案件も多い）に集中している状況。 

出典）経済産業省調達価格等算定委員会資料、
2014.1.10 10 



風力：環境影響評価法手続中の案件 
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自然エネルギーの最新動向 
② 都道府県別評価 
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太陽光：都道府県別導入ポテンシャルと 
認定量の比較 

• 導入ポテンシャルに対する認定量は地域によるばらつきが大きい。 

• 九州地域が概して高い。 

• 高知県は８％。 
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導入ポテンシャル 認定出力 比率 

出典） 
 導入ポテンシャル：環境省「平成２４年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」 
 認定量：経済産業省発表（2014.2.21） http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/dl/setsubi/201311setsubi.xls 

導入ポテンシャル：1億8,500万kW 
認定出力（2014年11月末時点）：2,407万kW 

（万kW） 
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太陽光：都道府県別導入ポテンシャルと 
認定量の比較（事業性考慮） 

• 事業性を考慮した導入ポテンシャルに対する認定量では、地域によるばらつき
がさらに大きい。 

• 宮城、福島、茨城、栃木などが高い。 

• 高知県は１８％。 

出典） 
 導入ポテンシャル：環境省「平成２４年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」 
 認定量：経済産業省発表（2014.2.21） http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/dl/setsubi/201311setsubi.xls 
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導入ポテンシャル 認定出力 比率 

導入ポテンシャル（事業性考慮）：6,600万kW 
認定量（2014年11月末時点）：2,407万kW （万kW） 
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太陽光：都道府県別導入ポテンシャル（事
業性考慮）と稼働量の比較 

• 導入ポテンシャル（事業性考慮）に対する稼働量はどの地域も低く、多く
は1割未満。 

• 高知県は6%。 

出典） 
 導入ポテンシャル：環境省「平成２４年度再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報整備報告書」 
 認定量：経済産業省発表（2014.2.21） 
http://www.enecho.meti.go.jp/saiene/kaitori/dl/setsubi/201311setsubi.xls 
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稼働出力 比率 

（万kW） 

導入ポテンシャル（事業性考慮）：6,600万kW 
稼働量（2014年11月末時点）：434万kW 
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自然エネルギーの最新動向 
③ エネルギーにおける位置づけ 
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電源構成に占める自然エネルギー比率 

出典） 
電気事業連合会統計委員会編「電気事業便覧 平成25年版」 
資源エネルギー庁、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法の施行状況に関するデータ 
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一次エネルギーに占める自然エネ比率 

出典） 
 1) 資源エネルギー庁、2012、総合エネルギー統計エネルギー・バランス表 
 2) 資源エネルギー庁、2012、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法の平成２３年度の施行状況について 
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2030年導入目標と導入実績の比較 
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出典）2030年目標：国家戦略室エネルギー環境会議資料(2012) 
導入量：経済産業省資源エネルギー庁RPS法認定設備状況、一般社団法人火力原子力発電技術協会、2013、「地熱発電の現状と
動向 2012年」、経済産業省資源エネルギー庁、2013、「再生可能エネルギー発電設備の導入状況を公表します」 
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世界の潮流 
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出典） 
原子力: IAEA, ”Nuclear Power Capacity Trend” http://www.iaea.org/PRIS/WorldStatistics/WorldTrendNuclearPowerCapacity.aspx 
風力: GWEC, “global wind statistics”  http://www.gwec.net/wp-content/uploads/2013/02/GWEC-PRstats-2012_english.pdf 
太陽光:  EPIA, “Global Market Outlook for Photovoltaics 2013-2017” http://www.epia.org/news/publications/global-market-outlook-for-
photovoltaics-2013-2017/ 
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自然エネルギーの最新動向 
④ コスト 
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買取価格の推移 
税抜金額 

出典）調達価格等算定委員会 
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区分 H24年度 H25年度 H26年度

10kW未満 42 38 37

10kW以上 40 36 32

20kW未満 55 55 55

20kW以上 22 22 22

- - 36

200kW未満 34 34 34

200kW以上

1,000kW未満
29 29 29

1,000kW以上

3万kW未満
24 24 24

地熱1.5万kW未満 40 40 40

地熱1.5万kW以上 26 26 26

メタン発酵ガス化 39 39 39

未利用木材 32 32 32

一般木材等 24 24 24

廃棄物以外 17 17 17

リサイクル木材 13 13 13

水力
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電源種類
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大規模太陽光のシステムコスト 

出典）調達価格等算定委員会2014.2.17資料 
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大規模太陽光のシステムコスト分布 
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出典）自然エネルギー財団調査 
「太陽光発電事業の現況とコスト2013」 24 



太陽光規模別システムコスト 
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「太陽光発電事業の現況とコスト2013」 25 



太陽光トップランナーのシステムコスト 

下位33％平均 
（万円/kW) 

下位20％平均 
（万円/kW) 

10-50kW 34 32 

50-500kW 31 30 

500kW-1MW 28 28 

1MW以上 24 22 

出典）自然エネルギー財団調査 
「太陽光発電事業の現況とコスト2013」 26 



太陽光コスト内訳 
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「太陽光発電事業の現況とコスト2013」 
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太陽光規模別コスト内訳 

出典）自然エネルギー財団調査 
「太陽光発電事業の現況とコスト2013」 
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太陽光のコスト低減推移 

日独米の太陽光発電導入費の推移 

（2007年＝100） 

出典）自然エネルギー財団、2013.12 
「「エネルギー基本計画」への提言」 29 



ドイツ-グリッドパリティの達成 

• ドイツでは、既に太陽光発電で自家発電する方が、電力会社より電力を購入す
るよりも安価になってきている。 

• 日本においても早晩、同様の状況が期待できる。 

 

ドイツの2012年電気料金と太陽光発電の買取価格 

出典）OECD/IEA、Electricity Information, 2013 30 



買取価格と電気料金 
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従来型火力とのコスト比較 

米国 英国 

天然ガス(CCGT) ６１～６９ １１４～１４１ 

石炭火力 ７７～７８ １１９～１７２ 

陸上風力 ６１～１３６ ７２～７４ 

欧米の発電単価の比較（USD/MWh) 

32 



自然エネルギーの最新動向 
⑤ さらなる普及に向けた課題 

33 



さらなる普及に向けた課題 

1. 自然エネルギー導入目標の設定 
 価格見通し、事業計画 

2. 系統アクセスの確保 
 系統強化、運用ルール整備、系統情報

の公開 

3. 規制緩和 
 土地利用規制 

4. 電力システム改革の着実な実施 
 グリーン電力など消費者の多様なニー

ズ 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

部材調達リスク 

ノウハウ・人材不足 

メンテナンス体制 

系統連系 

土地利用規制 

資金調達 

買取価格の見通し… 

導入目標がないこと 

その他 

太陽光発電事業に関する 

問題点・リスク 

出典）自然エネルギー財団調査 
「太陽光発電事業の現況とコスト2013」 34 



ソフトバンクグループの取り組み 

35 



東日本大震災 
 
 
 

被害推定 
16～25兆円 

時価総額 
2日で51兆円減 

※出典：内閣府「関係閣僚会議 震災対応特別会合資料」 
※出典：日本経済新聞電子版ニュース 2011/03/16 36 



クリーンエネルギーへの取り組み 
2011年 3月  東日本大震災 

7月 
「自然エネルギー協議会」 

「指定都市 自然エネルギー協議会」設立 

8月 「自然エネルギー財団」設立※ 

9月 「アジアスーパーグリッド」構想を提唱 

10月 

 自然エネルギーによる発電事業を行う
「SBエナジー株式会社」設立 
（ソフトバンク100％子会社） 

2012年 3月 
モンゴル・ニューコム社と 

ゴビ砂漠での風力発電開発などで合意 

7月 
京都市､ 群馬県榛東村にグループ初の 

メガソーラー稼働 

12月 
マンション等の屋根を借り太陽光発電す
る「おうち発電プロジェクト」を開始 

2013年 2月 

ロシア政府系大手発電会社インテRAO 

三井物産と、日ロ間の送電網構築に 

向けた事業化調査の実施を合意 

7月 

米ブルームエナジーと折半出資の合弁会
社「Bloom Energy Japan株式会社」
設立 

12月 

自然エネルギーによる販売事業を行う
「SBパワー株式会社」設立 
（SBエナジー100％子会社） 

※自然エネルギー財団は孫正義個人としての活動 

37 



38 

クリーンエネルギーへの取り組み 

電力小売 

燃料電池 自然エネルギーの普及促進 

自然エネルギー発電 



発電事業（自然エネルギー） 

39 



自然エネルギー 

普及と促進 

40 



自然エネルギー発電の取り組み 

全国18ヶ所 

（太陽光発電：16ヶ所、風力発電：1ヶ所） 

※2014年3月現在 

一般家庭9万世帯相当 

を発電（290MW） 

41 
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自然エネルギー発電施設 

群馬県 榛東村 2.4MW（12年7/1稼働） 

栃木県 矢板市 3.0MW（13年8/23稼働） 

京都府 京都市 2.1MW（12年7/1稼働） 

京都府 京都市 2.1MW（12年9/1稼働） 

長崎県 長崎市 2.6MW（13年7/16稼働） 熊本県 荒尾市 22.4MW（14年度稼働予定） 

徳島県 小松島市 2.8MW（13年1/26稼働） 

徳島県 松茂町 2.8MW（13年2/18稼働） 

北海道 安平町 111.0MW（15年度稼働予定） 

計291.7MW 

北海道 白老町 2.7MW（14年度稼働予定） 

佐賀県 嬉野市 1.6MW（14年度稼働予定） 

2014年3月14日現在 

兵庫県 高砂市 2.9MW（14年2/17稼働） 

※1 三井物産株式会社との共同事業 

※2 三井物産株式会社、株式会社 

グリーンパワーインベストメントとの共同事業 

栃木県 矢板市 1.6MW（13年12/26稼働） 

※3 三井物産株式会社、株式会社 

京セラソーラーコーポレーションとの共同事業 

鳥取県 米子市※1 42.9MW（14年2/1稼働） 

島根県 浜田市※2 48.0MW風力（15年度稼働予定） 

福岡県 大牟田市 19.6MW（14年度稼働予定） 

大阪府 泉大津市※3 19.6MW（14年度稼働予定） 

静岡県 静岡市 1.9MW（14年7月稼働予定） 
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運転中の自然エネルギー発電施設 

①ソフトバンク榛東ソーラーパーク 
2.4MW（12年7/1稼働） 

①ソフトバンク京都ソーラーパーク 
2.1MW（12年7/1稼働） 

③ソフトバンク京都ソーラーパーク 
2.1MW（12年9/1稼働） 

④ソフトバンク徳島小松島ソーラーパーク 
2.8MW（13年1/26稼働） 

⑤ソフトバンク徳島臨空ソーラーパーク 
2.8MW（13年2/18稼働） 

計65.2MW 
2014年3月14日現在 

⑥ソフトバンク長崎香焼ソーラーパーク 
2.6MW（13年7/16稼働） 

⑦ソフトバンク矢板ソーラーパーク 
3.0MW（13年8/23稼働） 

⑧ソフトバンク矢板ソーラーパーク 
1.6MW（13年12/26稼働） 

⑩ソフトバンク高砂ソーラーパーク 
2.9MW（14年2/17稼働） 

⑨ソフトバンク鳥取米子ソーラーパーク 
 42.9MW（14年2/1稼働） 



風力発電事業 
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完成予想図 



発電事業（燃料電池） 

45 



「Bloomエナジーサーバー」とは 

工場やデータセンター、オフィスビルの 
ベース電源として活用可能 

NASAの技術をもとに開発された 

クリーンで高効率な 

分散型燃料電池発電 
システム 

46 
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米国での導入企業 
データセンターや病院などの公共機関での導入多数 

47 



ソフトバンクでの導入事例 
国内初号機を福岡M-TOWERで運転開始 

所在地 福岡市早良区百道浜1-7-5 

設置面積 約60m² 

出力規模 約200kW 

定格発電効率 60％超※（LHV） 

サイズ 

（幅×高さ×厚さ）重さ 

約9.1m×2.1m×2.6m／19.9t 

運転開始 2013年11月25日（月） 

ビル全体の電力需要の 

約75％を供給 

48 



普及促進（財団、協議会） 

49 



自然エネルギー財団の概要 

※孫正義個人としての活動 

設立：2011年8月12日 

組織：公益財団法人 

活動 

自然エネルギーの普及に向けた、
政策・制度、金融・ビジネスモデル
等の研究 

政府への政策提言 

国内外の研究者・企業との連携 

自然エネルギー普及のための広
報活動 

 

ホームページ http://jref.or.jp/ 

 

 

理事長：トーマス・コーベリエル 
チャルマース工科大学 

産業エネルギー政策教授/ 
スウェーデン・エネルギー庁 元長官 

50 
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財団の活動 

 政策提言 
– 政府の「エネルギー基本計画」への提言 
– 固定価格買取制度の改善に向けた提言 

 調査・研究 
– 太陽光発電事業の現況とコスト、系統連系問題 
– 電力システム改革海外調査 
– アジアスーパーグリッド構想 

 アウトリーチ 
– シンポジウム、ワークショップ 
– ロビーイング 
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自然エネルギー普及・拡大に向けた政策提言 １ 

２ 自然エネルギー普及・拡大に向けた情報交換 

自然エネルギー協議会（都道府県）2011年7月13日設立 
「指定都市 自然エネルギー協議会」2011年7月27日設立 

事務局として活動を支援 
52 



３６ 

自然エネルギー協議会 

/４７ 

宮崎県 佐賀県 大分県 長崎県 熊本県 

三重県 

大阪府 滋賀県 京都府 

長野県 静岡県 山梨県 愛知県 

高知県 徳島県 香川県 愛媛県 

広島県 岡山県 島根県 

山口県 

和歌山県 鳥取県 

兵庫県 奈良県 

神奈川県 埼玉県 群馬県 

北海道 秋田県 岩手県 山形県 

栃木県 

福島県 

富山県 

参加自治体数（正会員） 

沖縄県 
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堺市 

北九州市 

京都市 

浜松市 

横浜市 

仙台市 

岡山市 

相模原市 

名古屋市 

福岡市 

静岡市 

広島市 

神戸市 

大阪市 

川崎市 

札幌市 
さいたま市 

１８ 

指定都市自然エネルギー協議会 

新潟市 

参加自治体数（正会員） 
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/２０ 



電力小売 
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2014/1/31日本経済新聞 

特高・高圧
での販売 
を予定 
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SBTM 

SBB SBM 

発電  

グループシナジー 

送配電 

自然エネルギーを届ける為に 
2016年完全小売自由化 

小売 
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他社再エネ 安定電源 

お客様 

自然エネルギーで発電したクリーンエネルギーを提供 

58 



「電力小売り」の特徴について 

クリーン 
太陽光やバイオマスなどで発電した 
自然エネルギーを加えて電力を供給 
（自然エネ比率：目標50%） 

※現在の日本の自然エネ比率は2%程度 

経済的 

安定供給 

現在ご契約されている一般電気事業者
より安く電気を供給可能 
（現在のご利用状況をもとに最適なプランをご提案） 

一般電気事業者の送電網の活用によ
り、電力を安定して供給可能 59 



60 

ご清聴ありがとうございました 


